
 

て取り決められた内容を⾒ると、「労働時間・休⽇」が93.5%で最も多く、次いで「農業経
営の⽅針決定」が93.0%、「農業⾯の役割分担」が85.4%、
「労働報酬」が72.2%となっています。同協定において
役割分担や就業条件等を明確にすることにより、仕事と
家事・育児を両⽴しやすくなるほか、各々が研修会等に
気兼ねなく参加しやすくなるなどの効果があることから、
農林⽔産省では、同協定の締結を普及・推進しています。 

 
((農農業業委委員員、、農農協協役役員員、、⼟⼟地地改改良良区区理理事事にに占占めめるる⼥⼥性性のの割割合合はは上上昇昇))  

⼥性が働きやすい農業、暮らしやすい農村を作るためには、地域農業の⽅針策定に⼥性
がより⼀層参画し、⼥性の声を反映していくことが重要です。 

⼥性、そして若者が活躍できる地域農業の実現のため、農業委員会等に関する法律及び
農業協同組合法においては、農業委員や農協理事等の年齢や性別に著しい偏りが⽣じない
ように配慮しなければならないことが規定されています。 

農業委員や農協役員、⼟地改良区理事1に占める⼥性の割合については上昇傾向で推移し
ており、令和元(2019)年度から令和5(2023)年度の間に、農業委員に占める⼥性の割合は、
12.1%から14.0%へ、農協役員に占める⼥性の割合は同期間に8.4%から10.7%へ上昇しま
した。令和2(2020)年12⽉に閣議決定した第5次男⼥共同参画基本計画から⼥性参画の⽬標
に追加された⼟地改良区理事に占める⼥性の割合は、令和5(2023)年度は前年度に⽐べ0.6
ポイント上昇し1.4%になりました(図図表表22--77--33、図図表表22--77--44)。このような中、⼟地改良区の
理事の構成に関して、年齢・性別に配慮する旨の規定を設けること等を内容とする「⼟地
改良法等の⼀部を改正する法律」が第217回通常国会において成⽴し、令和7(2025)年3⽉
に公布されました。 

政府の「指導的地位に⼥性が占める割合が2020年代の可能な限り早期に30%程度となる
よう⽬指して取組を進める」とする⽬標に向けて、農業分野でも⼀層歩みを進める必要が
あります。 

農林⽔産省では、地⽅公共団体、農業団体等に対して、⼥性の登⽤促進や具体的な⽬標
の設定等についての働き掛けを⾏っています。また、⼥性の農業委員、農協役員、⼟地改
良区理事等の活躍事例の発信及びその普及に取り組んでいます。令和6(2024)年度から、
農業委員等の⼿当等を⽀援する農業委員会交付⾦の配分の算定要素に、⼥性委員等の登⽤
の状況を追加しました。このような取組を通じて、⼥性参画・登⽤の更なる推進を図って
います。 

 

 
 

1 本節では、⼟地改良区連合の理事を含む。 

地地域域をを⾒⾒回回るる農農業業委委員員  第第 7700 回回 JJAA 全全国国⼥⼥性性⼤⼤会会でで発発表表すするる⼥⼥性性農農協協理理事事  

家家族族経経営営協協定定  
URL：https://www.maff.go.jp/j/keiei/jyosei/ 

kyoutei.html 
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⼥性農業者、⾼齢農業者、農業⽣産組織は、地域の活性化や農地の適切な保全・管理等

の重要な役割を担っています。農業が成⻑産業として持続的に発展していくためには、⼥
性が⾃らの意思によって農業経営等に参画する機会を確保するための環境整備、⾼齢農業
者が⽣きがいを持てる環境整備や福祉の向上、農業⽣産組織の活動促進等を図ることが必
要です。 

本節では、⼥性農業者、⾼齢農業者、農業⽣産組織の活動促進等について紹介します。 
 

((11))  ⼥⼥性性農農業業者者のの活活動動促促進進  
((⼥⼥性性のの認認定定農農業業者者数数はは前前年年度度にに⽐⽐べべ00..77%%増増加加しし11万万22千千経経営営体体))  

令和5(2023)年度における⼥性の認定農
業者数は、前年度に⽐べ0.7%増加し1万2
千経営体となりました(図図表表22--77--11)。また、
全体の認定農業者に占める⼥性の割合につ
いては、令和5(2023)年度は前年度に⽐べ
0.1ポイント上昇し5.4%となりました。 

認定農業者制度には、家族経営協定等を
締結している夫婦等による共同申請が認め
られており、夫婦による共同申請の認定数
は5,757経営体となっています。 

 
 
 
 

((家家族族経経営営協協定定のの締締結結数数はは66万万⼾⼾))  
家族経営協定は、家族農業経営に携わる

各世帯員が、意欲とやりがいを持って経営
に参画できる魅⼒的な農業経営を⽬指し、
経営⽅針や役割分担、家族全員が働きやす
い就業環境等について、家族間の⼗分な話
合いに基づき取り決めるものです。 

家族経営協定の締結数については増加傾
向で推移しているものの、令和6(2024)年
は前年に⽐べ433⼾減少し5万9,587⼾とな
りました(図図表表22--77--22)。主業経営体数に対す
る割合は上昇しており、令和6(2024)年の
主業経営体数(17万7,100経営体)の約3割に
相当する⽔準となっています。 

令和5(2023)年度に締結した協定におい

図表2-7-1 ⼥性の認定農業者数 

資料：農林⽔産省「農業経営改善計画の営農類型別等の認定状況」
を基に作成 

注：各年度末時点の数値 
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図表2-7-2 家族経営協定の締結数 

資料：農林⽔産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」等を基
に作成 

注：1) 家族経営協定の締結数は各年3⽉末時点の数値 
2) 主業経営体数は各年2⽉1⽇時点の数値 
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て取り決められた内容を⾒ると、「労働時間・休⽇」が93.5%で最も多く、次いで「農業経
営の⽅針決定」が93.0%、「農業⾯の役割分担」が85.4%、
「労働報酬」が72.2%となっています。同協定において
役割分担や就業条件等を明確にすることにより、仕事と
家事・育児を両⽴しやすくなるほか、各々が研修会等に
気兼ねなく参加しやすくなるなどの効果があることから、
農林⽔産省では、同協定の締結を普及・推進しています。 

 
((農農業業委委員員、、農農協協役役員員、、⼟⼟地地改改良良区区理理事事にに占占めめるる⼥⼥性性のの割割合合はは上上昇昇))  

⼥性が働きやすい農業、暮らしやすい農村を作るためには、地域農業の⽅針策定に⼥性
がより⼀層参画し、⼥性の声を反映していくことが重要です。 

⼥性、そして若者が活躍できる地域農業の実現のため、農業委員会等に関する法律及び
農業協同組合法においては、農業委員や農協理事等の年齢や性別に著しい偏りが⽣じない
ように配慮しなければならないことが規定されています。 

農業委員や農協役員、⼟地改良区理事1に占める⼥性の割合については上昇傾向で推移し
ており、令和元(2019)年度から令和5(2023)年度の間に、農業委員に占める⼥性の割合は、
12.1%から14.0%へ、農協役員に占める⼥性の割合は同期間に8.4%から10.7%へ上昇しま
した。令和2(2020)年12⽉に閣議決定した第5次男⼥共同参画基本計画から⼥性参画の⽬標
に追加された⼟地改良区理事に占める⼥性の割合は、令和5(2023)年度は前年度に⽐べ0.6
ポイント上昇し1.4%になりました(図図表表22--77--33、図図表表22--77--44)。このような中、⼟地改良区の
理事の構成に関して、年齢・性別に配慮する旨の規定を設けること等を内容とする「⼟地
改良法等の⼀部を改正する法律」が第217回通常国会において成⽴し、令和7(2025)年3⽉
に公布されました。 

政府の「指導的地位に⼥性が占める割合が2020年代の可能な限り早期に30%程度となる
よう⽬指して取組を進める」とする⽬標に向けて、農業分野でも⼀層歩みを進める必要が
あります。 

農林⽔産省では、地⽅公共団体、農業団体等に対して、⼥性の登⽤促進や具体的な⽬標
の設定等についての働き掛けを⾏っています。また、⼥性の農業委員、農協役員、⼟地改
良区理事等の活躍事例の発信及びその普及に取り組んでいます。令和6(2024)年度から、
農業委員等の⼿当等を⽀援する農業委員会交付⾦の配分の算定要素に、⼥性委員等の登⽤
の状況を追加しました。このような取組を通じて、⼥性参画・登⽤の更なる推進を図って
います。 

 

 
 

1 本節では、⼟地改良区連合の理事を含む。 

地地域域をを⾒⾒回回るる農農業業委委員員  第第 7700 回回 JJAA 全全国国⼥⼥性性⼤⼤会会でで発発表表すするる⼥⼥性性農農協協理理事事  

家家族族経経営営協協定定  
URL：https://www.maff.go.jp/j/keiei/jyosei/ 

kyoutei.html 
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⼥性農業者、⾼齢農業者、農業⽣産組織は、地域の活性化や農地の適切な保全・管理等

の重要な役割を担っています。農業が成⻑産業として持続的に発展していくためには、⼥
性が⾃らの意思によって農業経営等に参画する機会を確保するための環境整備、⾼齢農業
者が⽣きがいを持てる環境整備や福祉の向上、農業⽣産組織の活動促進等を図ることが必
要です。 

本節では、⼥性農業者、⾼齢農業者、農業⽣産組織の活動促進等について紹介します。 
 

((11))  ⼥⼥性性農農業業者者のの活活動動促促進進  
((⼥⼥性性のの認認定定農農業業者者数数はは前前年年度度にに⽐⽐べべ00..77%%増増加加しし11万万22千千経経営営体体))  

令和5(2023)年度における⼥性の認定農
業者数は、前年度に⽐べ0.7%増加し1万2
千経営体となりました(図図表表22--77--11)。また、
全体の認定農業者に占める⼥性の割合につ
いては、令和5(2023)年度は前年度に⽐べ
0.1ポイント上昇し5.4%となりました。 

認定農業者制度には、家族経営協定等を
締結している夫婦等による共同申請が認め
られており、夫婦による共同申請の認定数
は5,757経営体となっています。 

 
 
 
 

((家家族族経経営営協協定定のの締締結結数数はは66万万⼾⼾))  
家族経営協定は、家族農業経営に携わる

各世帯員が、意欲とやりがいを持って経営
に参画できる魅⼒的な農業経営を⽬指し、
経営⽅針や役割分担、家族全員が働きやす
い就業環境等について、家族間の⼗分な話
合いに基づき取り決めるものです。 

家族経営協定の締結数については増加傾
向で推移しているものの、令和6(2024)年
は前年に⽐べ433⼾減少し5万9,587⼾とな
りました(図図表表22--77--22)。主業経営体数に対す
る割合は上昇しており、令和6(2024)年の
主業経営体数(17万7,100経営体)の約3割に
相当する⽔準となっています。 

令和5(2023)年度に締結した協定におい

図表2-7-1 ⼥性の認定農業者数 

資料：農林⽔産省「農業経営改善計画の営農類型別等の認定状況」
を基に作成 

注：各年度末時点の数値 
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図表2-7-2 家族経営協定の締結数 

資料：農林⽔産省「農林業センサス」、「農業構造動態調査」等を基
に作成 

注：1) 家族経営協定の締結数は各年3⽉末時点の数値 
2) 主業経営体数は各年2⽉1⽇時点の数値 
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22--77--55)。また、農林漁業以外の有業者の⼥性と⽐べても、⼥性の農林漁業従事者は家事の
時間が38分⻑くなっています。 

 

 
 
さらに、令和4(2022)年12⽉〜5(2023)年1⽉に実施した調査によると、農業経営と家事・

育児・介護のパートナーとの分担に関して、適切な分担だと思わないと回答した⼥性の割
合は26.4％となっており、男性と⽐べ多くなっています(図図表表22--77--66)。 
 

 
 
男性・⼥性が家事、育児、介護等と農業への従事を分担できるような環境を整備するこ

とは、⼥性がより働きやすく、暮らしやすい農業・農村をつくるために不可⽋です。その
ためには、家事や育児、介護は⼥性の仕事であるとの意識を改⾰し、⼥性の活躍に関する
周囲の理解を促進する必要があります。 

これには、労働に⾒合った報酬や収益の配分、仕事や家事、育児、介護等の役割分担、
休⽇等について家族で話し合い、明確化する取組である家族経営協定の締結も有効です。 

また、農業経営改善計画における共同申請は、農業経営における共同経営者としての⼥
性の地位・責任を明確化することにつながります。 

さらに、農林⽔産省では、⼥性の働きやすい環境を整備し、農業への⼥性の呼び込み・

図表2-7-6 農業経営と家事・育児・介護のパートナーとの分担 

資料：農林⽔産省「農業における⼥性活躍に関する意識・意向調査結果」(令和5(2023)年7⽉公表) 
注：1) 令和4(2022)年12⽉〜5(2023)年1⽉に実施した調査で、有効回答数は⼥性が1,693⼈、男性が1,842⼈ 

2) 「農業経営と家事・育児・介護との分担に関して、パートナーとの分担は適正だと感じていますか」の質問に対する回答結果 
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図表2-7-5 男⼥、職業別仕事・家事・育児時間(週全体平均) 

資料：総務省「社会⽣活基本調査結果」を基に農林⽔産省作成 
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((⼥⼥性性がが働働ききややすすくく暮暮ららししややすすいい環環境境をを整整備備すするる必必要要))  
農村においては、依然として、家事や育児は⼥性の仕事であると認識され、男性に⽐べ

負担が重い傾向が残っています。 
総務省の調査によると、令和3(2021)年における⼥性の農林漁業従事者の1⽇(週全体平

均)の家事と育児の合計時間は2時間57分で、男性の26分に⽐べ⻑くなっています(図図表表

図表2-7-4 第5次男⼥共同参画基本計画(令和2(2020)年12⽉閣議決定)における成果⽬標 

資料：内閣府「第5次男⼥共同参画基本計画(令和2(2020)年12⽉閣議決定)における成果⽬標」、農林⽔産省「農業委員への⼥性の参画状況」、
「総合農協統計表」、「⼟地改良団体における⼥性理事登⽤状況」、「農業経営改善計画の営農類型別等の認定状況」等を基に農林⽔産
省作成 

注：1) 農業委員は各年度10⽉1⽇時点、農協役員は各事業年度末時点の数値。現状は令和5(2023)年度の数値 
2) 令和2(2020)年度の⼟地改良区(⼟地改良区連合を含む。)の理事に占める⼥性の割合は、調査を⾏っていないため、計画策定時に

把握していた平成28(2016)年度の数値。現状は令和5(2023)年度末時点の数値 
3) 認定農業者数に占める⼥性の割合は各年度末時点。現状は令和5(2023)年度の数値 
4) 家族経営協定の締結数は各年度末時点。現状は令和5(2023)年度の数値 
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22--77--55)。また、農林漁業以外の有業者の⼥性と⽐べても、⼥性の農林漁業従事者は家事の
時間が38分⻑くなっています。 

 

 
 
さらに、令和4(2022)年12⽉〜5(2023)年1⽉に実施した調査によると、農業経営と家事・

育児・介護のパートナーとの分担に関して、適切な分担だと思わないと回答した⼥性の割
合は26.4％となっており、男性と⽐べ多くなっています(図図表表22--77--66)。 
 

 
 
男性・⼥性が家事、育児、介護等と農業への従事を分担できるような環境を整備するこ

とは、⼥性がより働きやすく、暮らしやすい農業・農村をつくるために不可⽋です。その
ためには、家事や育児、介護は⼥性の仕事であるとの意識を改⾰し、⼥性の活躍に関する
周囲の理解を促進する必要があります。 

これには、労働に⾒合った報酬や収益の配分、仕事や家事、育児、介護等の役割分担、
休⽇等について家族で話し合い、明確化する取組である家族経営協定の締結も有効です。 

また、農業経営改善計画における共同申請は、農業経営における共同経営者としての⼥
性の地位・責任を明確化することにつながります。 

さらに、農林⽔産省では、⼥性の働きやすい環境を整備し、農業への⼥性の呼び込み・

図表2-7-6 農業経営と家事・育児・介護のパートナーとの分担 

資料：農林⽔産省「農業における⼥性活躍に関する意識・意向調査結果」(令和5(2023)年7⽉公表) 
注：1) 令和4(2022)年12⽉〜5(2023)年1⽉に実施した調査で、有効回答数は⼥性が1,693⼈、男性が1,842⼈ 

2) 「農業経営と家事・育児・介護との分担に関して、パートナーとの分担は適正だと感じていますか」の質問に対する回答結果 
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図表2-7-5 男⼥、職業別仕事・家事・育児時間(週全体平均) 

資料：総務省「社会⽣活基本調査結果」を基に農林⽔産省作成 
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農村においては、依然として、家事や育児は⼥性の仕事であると認識され、男性に⽐べ

負担が重い傾向が残っています。 
総務省の調査によると、令和3(2021)年における⼥性の農林漁業従事者の1⽇(週全体平

均)の家事と育児の合計時間は2時間57分で、男性の26分に⽐べ⻑くなっています(図図表表

図表2-7-4 第5次男⼥共同参画基本計画(令和2(2020)年12⽉閣議決定)における成果⽬標 
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省作成 
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把握していた平成28(2016)年度の数値。現状は令和5(2023)年度末時点の数値 
3) 認定農業者数に占める⼥性の割合は各年度末時点。現状は令和5(2023)年度の数値 
4) 家族経営協定の締結数は各年度末時点。現状は令和5(2023)年度の数値 
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資料：農林⽔産省「農業委員への⼥性の参画状況」、「総合農協統計表」、「⼟地改良団体における⼥性理事登⽤状況」を基に作成 
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農林⽔産省では、リモコン草刈機を始め
としたスマート農業技術の活⽤を推進・普
及し、農作業の効率化を図っており、⾼齢
者が無理なく農作業を続けることにもつな
がっています。 

また、⾼齢者は農作業における熱中症の
リスクが⾼いため、安全に農作業ができる
よう啓発資料を作成して、熱中症対策の注
意喚起を⾏っています。 

さらに、⾼齢者の⽣きがいの創出及びリ
ハビリテーションを⽬的とした農林⽔産物
⽣産施設及び附帯施設の整備等を⽀援して
います。 

  
 
 
 
 
 

 

((11)) 勝勝浦浦野野菜菜⼯⼯房房株株式式会会社社はは、、介介護護のの経経験験をを活活かかししたた農農業業にに挑挑戦戦  
勝浦
かつうら

野菜
や さ い

⼯房
こうぼう

株式会社は、千葉県勝浦市
か つ う ら し

で農業を営んでおり、さと
いも等の野菜を栽培しています。代表取締役社⻑吉野

よ し の
⼤
だい

さんは、もと
もと同県内の介護施設で利⽤者と様々な野菜を栽培していましたが、
地元である同市へ恩返しがしたいと考え、介護の経験を活かした農業
を始めることにしました。 

 
((22)) 農農作作業業をを通通じじてて、、地地元元のの⾼⾼齢齢者者がが外外にに出出てて活活躍躍すするる機機会会をを提提供供  

介護の仕事では、菜園での作業が⾼齢者の⽣きがいとなり、⾞いす
の⽅が歩けるまで元気になる場⾯を⾒てきたことから、外に出て健康
的に過ごせる機会として、過疎化が進む地元の⾼齢者に農作業への参
加を呼び掛けました。 

⾼齢者には地元の営農組合を通じて農作業への参加を呼び掛けて
おり、多い時で約20⼈の参加者がいます。⾼齢者の⽅でも作業がしや
すいよう⼿引を作成し、軽作業を中⼼にしているため、経験が無くて
も農作業に取り組みやすく、たくさんの⾼齢者が継続して農作業をし
ています。⾼齢者にとっては、交流の場にもなっており、⼼⾝の健康
維持につながっています。 

 
((33)) 今今後後はは障障害害者者ととのの連連携携もも推推進進  

同社では、今後、⾼齢者だけでなく地元の障害者施設とも連携して、
障害者施設の利⽤者に農作業へ参加してもらい、収穫できた野菜を施
設の⾷材に使⽤してもらうことで、農業経営を更に発展させていくこ
ととしています。 

収収穫穫ししたたささとといいもも  
資料：勝浦野菜⼯房株式会社 

((事事例例))  地地域域のの⾼⾼齢齢者者とと協協⼒⼒ししたた農農業業経経営営をを推推進進((千千葉葉県県))  

地地域域のの⾼⾼齢齢者者ととのの収収穫穫作作業業  
資料：勝浦野菜⼯房株式会社 

図表2-7-8 65歳以上の基幹的農業従事者数 

資料：農林⽔産省「2010年世界農林業センサス」(組替集計)、「2015年
農林業センサス」(組替集計)、「2020年農林業センサス」、「農業構
造動態調査」を基に作成 

注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値 
2) 令和3(2021)〜6(2024)年の数値は、農業構造動態調査の結果で

あり、標本調査により把握した推定値 
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定着を推進するため、令和2(2020)年度以降、農業法⼈等が取り組む男⼥別トイレ、更⾐
室等の確保の取組を⽀援しています。⼥性が働きやすい環境整備を進めるためには、この
ようなハード⾯に加え、育児休業制度の措置を始めとしたソフト⾯での取組も必要です。
育児休業制度を措置し、積極的に活⽤を推進した結果、⼥性だけでなく男性の育児休業取
得につながった農業法⼈もあり、⼥性が働きやすい環境の整備は、多様な⼈材の働きやす
さや呼び込みにもつながります。 

 
((地地域域ををリリーードドすするる⼥⼥性性農農業業者者のの育育成成とと農農村村のの意意識識改改⾰⾰がが必必要要))  

令和6(2024)年における⼥性の経営への
参画状況を⾒ると、経営主が⼥性の個⼈経
営体は個⼈経営体全体の6.8%、経営主が男
性で、⼥性が経営⽅針の決定に参画してい
る個⼈経営体の割合は23.0%となっており、
⼥性が経営に関与する個⼈経営体は全体の
29.8%となっています(図図表表22--77--77)。 

今後の農業の発展、地域経済の活性化の
ためには、⼥性の農業経営への参画を推進
し、地域農業の⽅針策定にも参画する⼥性
リーダーを育成していくことが必要です。
あわせて、⼥性活躍の意義について、男性
も含めた地域での意識改⾰を⾏うことによ
り、⼥性農業者の活躍を後押ししていくこ
とが重要です。 

これまで農村を⽀えてきた⼥性農業者が直⾯してきた、⽣活・経営⾯での悩みや解決策
といった過去の知⾒や経験を新しい世代に伝えることや、学びの場となるグループを作り、
ネットワーク化することは⼥性農業者の更なる育成に有効と⾔えます。また、⼥性農業者
が持つ視点を活⽤し、消費者や教育機関といった農業者の枠を超えた者とのネットワーク
の形成を進めることも期待されています。 

このように活動の幅を更に広げていくことは、農業・農村に新しい視点をもたらすとと
もに、⼥性農業者の農業・農村での存在感の向上にもつながるものと考えられます。 

このため、農林⽔産省では、令和6(2024)年度に、経営⼒向上や地域農業の発展に対す
る意欲をもった全国の⼥性農業者を対象に、農業経営者や地域のリーダーとして必要な事
業推進⼒とマネジメント⼒を習得するための研修を実施するなど地域のリーダーとなり得
る⼥性農業経営者の育成、⼥性グループの⾃主的な活動⽀援、グループ同⼠の連携、⼥性
農業者の活躍事例の普及等の取組を⽀援しています。 

 
((22))  ⾼⾼齢齢農農業業者者のの活活動動促促進進  
((6655歳歳以以上上のの基基幹幹的的農農業業従従事事者者数数はは前前年年にに⽐⽐べべ33..00%%減減少少しし7799万万99千千⼈⼈))  

令和6(2024)年における65歳以上の基幹的農業従事者数は、前年に⽐べ3.0%減少し79万
9千⼈となりました(図図表表22--77--88)。65歳以上の基幹的農業従事者は、全体の71.7%を占めて
おり、その経験や技術を活かした経営、地域の営農継続や農地の保全等の様々な⾯で地域
の農業において重要な役割を果たしています。 

図表2-7-7 ⼥性の経営⽅針決定への参画状況
(個⼈経営体) 

資料：農林⽔産省「令和6年農業構造動態調査結果」を基に作成 
注：令和6(2024)年2⽉1⽇時点の数値 
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農林⽔産省では、リモコン草刈機を始め
としたスマート農業技術の活⽤を推進・普
及し、農作業の効率化を図っており、⾼齢
者が無理なく農作業を続けることにもつな
がっています。 

また、⾼齢者は農作業における熱中症の
リスクが⾼いため、安全に農作業ができる
よう啓発資料を作成して、熱中症対策の注
意喚起を⾏っています。 

さらに、⾼齢者の⽣きがいの創出及びリ
ハビリテーションを⽬的とした農林⽔産物
⽣産施設及び附帯施設の整備等を⽀援して
います。 

  
 
 
 
 
 

 

((11)) 勝勝浦浦野野菜菜⼯⼯房房株株式式会会社社はは、、介介護護のの経経験験をを活活かかししたた農農業業にに挑挑戦戦  
勝浦
かつうら

野菜
や さ い

⼯房
こうぼう

株式会社は、千葉県勝浦市
か つ う ら し

で農業を営んでおり、さと
いも等の野菜を栽培しています。代表取締役社⻑吉野

よ し の
⼤
だい

さんは、もと
もと同県内の介護施設で利⽤者と様々な野菜を栽培していましたが、
地元である同市へ恩返しがしたいと考え、介護の経験を活かした農業
を始めることにしました。 

 
((22)) 農農作作業業をを通通じじてて、、地地元元のの⾼⾼齢齢者者がが外外にに出出てて活活躍躍すするる機機会会をを提提供供  

介護の仕事では、菜園での作業が⾼齢者の⽣きがいとなり、⾞いす
の⽅が歩けるまで元気になる場⾯を⾒てきたことから、外に出て健康
的に過ごせる機会として、過疎化が進む地元の⾼齢者に農作業への参
加を呼び掛けました。 

⾼齢者には地元の営農組合を通じて農作業への参加を呼び掛けて
おり、多い時で約20⼈の参加者がいます。⾼齢者の⽅でも作業がしや
すいよう⼿引を作成し、軽作業を中⼼にしているため、経験が無くて
も農作業に取り組みやすく、たくさんの⾼齢者が継続して農作業をし
ています。⾼齢者にとっては、交流の場にもなっており、⼼⾝の健康
維持につながっています。 

 
((33)) 今今後後はは障障害害者者ととのの連連携携もも推推進進  

同社では、今後、⾼齢者だけでなく地元の障害者施設とも連携して、
障害者施設の利⽤者に農作業へ参加してもらい、収穫できた野菜を施
設の⾷材に使⽤してもらうことで、農業経営を更に発展させていくこ
ととしています。 

収収穫穫ししたたささとといいもも  
資料：勝浦野菜⼯房株式会社 

((事事例例))  地地域域のの⾼⾼齢齢者者とと協協⼒⼒ししたた農農業業経経営営をを推推進進((千千葉葉県県))  

地地域域のの⾼⾼齢齢者者ととのの収収穫穫作作業業  
資料：勝浦野菜⼯房株式会社 

図表2-7-8 65歳以上の基幹的農業従事者数 

資料：農林⽔産省「2010年世界農林業センサス」(組替集計)、「2015年
農林業センサス」(組替集計)、「2020年農林業センサス」、「農業構
造動態調査」を基に作成 

注：1) 各年2⽉1⽇時点の数値 
2) 令和3(2021)〜6(2024)年の数値は、農業構造動態調査の結果で

あり、標本調査により把握した推定値 
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定着を推進するため、令和2(2020)年度以降、農業法⼈等が取り組む男⼥別トイレ、更⾐
室等の確保の取組を⽀援しています。⼥性が働きやすい環境整備を進めるためには、この
ようなハード⾯に加え、育児休業制度の措置を始めとしたソフト⾯での取組も必要です。
育児休業制度を措置し、積極的に活⽤を推進した結果、⼥性だけでなく男性の育児休業取
得につながった農業法⼈もあり、⼥性が働きやすい環境の整備は、多様な⼈材の働きやす
さや呼び込みにもつながります。 

 
((地地域域ををリリーードドすするる⼥⼥性性農農業業者者のの育育成成とと農農村村のの意意識識改改⾰⾰がが必必要要))  

令和6(2024)年における⼥性の経営への
参画状況を⾒ると、経営主が⼥性の個⼈経
営体は個⼈経営体全体の6.8%、経営主が男
性で、⼥性が経営⽅針の決定に参画してい
る個⼈経営体の割合は23.0%となっており、
⼥性が経営に関与する個⼈経営体は全体の
29.8%となっています(図図表表22--77--77)。 

今後の農業の発展、地域経済の活性化の
ためには、⼥性の農業経営への参画を推進
し、地域農業の⽅針策定にも参画する⼥性
リーダーを育成していくことが必要です。
あわせて、⼥性活躍の意義について、男性
も含めた地域での意識改⾰を⾏うことによ
り、⼥性農業者の活躍を後押ししていくこ
とが重要です。 

これまで農村を⽀えてきた⼥性農業者が直⾯してきた、⽣活・経営⾯での悩みや解決策
といった過去の知⾒や経験を新しい世代に伝えることや、学びの場となるグループを作り、
ネットワーク化することは⼥性農業者の更なる育成に有効と⾔えます。また、⼥性農業者
が持つ視点を活⽤し、消費者や教育機関といった農業者の枠を超えた者とのネットワーク
の形成を進めることも期待されています。 

このように活動の幅を更に広げていくことは、農業・農村に新しい視点をもたらすとと
もに、⼥性農業者の農業・農村での存在感の向上にもつながるものと考えられます。 

このため、農林⽔産省では、令和6(2024)年度に、経営⼒向上や地域農業の発展に対す
る意欲をもった全国の⼥性農業者を対象に、農業経営者や地域のリーダーとして必要な事
業推進⼒とマネジメント⼒を習得するための研修を実施するなど地域のリーダーとなり得
る⼥性農業経営者の育成、⼥性グループの⾃主的な活動⽀援、グループ同⼠の連携、⼥性
農業者の活躍事例の普及等の取組を⽀援しています。 

 
((22))  ⾼⾼齢齢農農業業者者のの活活動動促促進進  
((6655歳歳以以上上のの基基幹幹的的農農業業従従事事者者数数はは前前年年にに⽐⽐べべ33..00%%減減少少しし7799万万99千千⼈⼈))  

令和6(2024)年における65歳以上の基幹的農業従事者数は、前年に⽐べ3.0%減少し79万
9千⼈となりました(図図表表22--77--88)。65歳以上の基幹的農業従事者は、全体の71.7%を占めて
おり、その経験や技術を活かした経営、地域の営農継続や農地の保全等の様々な⾯で地域
の農業において重要な役割を果たしています。 

図表2-7-7 ⼥性の経営⽅針決定への参画状況
(個⼈経営体) 

資料：農林⽔産省「令和6年農業構造動態調査結果」を基に作成 
注：令和6(2024)年2⽉1⽇時点の数値 
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第第88節節  農農業業のの成成⻑⻑産産業業化化やや国国⼟⼟強強靱靱化化にに資資すするる農農業業⽣⽣産産基基盤盤整整備備

とと保保全全  
 
 
我が国の農業を成⻑産業にするとともに、⾷料安全保障の確保を図るためには、令和

3(2021)年に閣議決定した⼟地改良⻑期計画を踏まえ、農地を⼤区画化するなど、農業⽣
産基盤を整備し良好な営農条件を整えるとともに、⼤規模災害時にも機能不全に陥ること
のないよう、国⼟強 靱

きょうじん
化の観点から農業⽔利施設の⻑寿命化や農業⽤ため池の適正な管

理・保全・改廃を含む防災・減災対策を効果的に⾏うことが重要です。 
本節では、⽔⽥の⼤区画化、汎⽤化・畑地化等の状況、農業⽔利施設の保全管理、流域

治⽔の取組等による防災・減災対策の実施状況等について紹介します。 
 

((11))  農農業業のの成成⻑⻑産産業業化化にに向向けけたた農農業業⽣⽣産産基基盤盤整整備備  
((5500aa以以上上にに区区画画整整備備済済みみのの⽔⽔⽥⽥はは1122%%))  

農地等の農業⽣産基盤は、⾷料安全保障の確保や農業の⽣産性向上を図っていく上で極
めて重要であり、今後も効率的な整備を⾏っていくことが不可⽋です。 

令和5(2023)年の⽔⽥の整備状況を⾒ると、⽔⽥⾯積全体(234万ha)に対して、30a程度
以上の区画に整備済みの⾯積は68.7%(160万ha)、担い⼿への農地の集積・集約化や⽣産コ
ストの削減に特に資する50a以上の区画に整備済みの⾯積は12.3%(29万ha)、更に1ha以上
の⼤区画に整備済みの⾯積は6.3％(15万ha)、暗渠

あんきょ
排⽔の設置等により汎⽤化が⾏われた⾯

積は47.7%(111万ha)となっています(図図表表22--88--11、図図表表22--88--22)。 
 

 
 

図表2-8-1 ⽔⽥の整備状況 

資料：農林⽔産省「耕地及び作付⾯積統計」、「農業基盤情報基礎調査」
を基に作成 

注：1) 「汎⽤化が⾏われた⾯積」は、「30a程度以上整備済み⾯積」
のうち、暗渠排⽔の設置等が⾏われ、地下⽔位が70cm以深
かつ湛⽔排除時間が4時間以下の⽥の⾯積 

2) 「⽔⽥⾯積」は令和5(2023)年7⽉時点の⽥の耕地⾯積の数値、
それ以外の⾯積は令和5(2023)年3⽉末時点の数値 

図表2-8-2 ⽔⽥の⼤区画化・汎⽤化の状況 

資料：農林⽔産省「耕地及び作付⾯積統計」、「農業基盤情報基礎調査」
を基に作成 

注：1) 「汎⽤化が⾏われた⾯積」は、「30a程度以上整備済み⾯積」
のうち、暗渠排⽔の設置等が⾏われ、地下⽔位が70cm以深
かつ湛⽔排除時間が4時間以下の⽥の⾯積 

2) 各年3⽉末時点の数値 
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((33))  農農業業⽣⽣産産組組織織のの活活動動促促進進  
((集集落落営営農農のの法法⼈⼈化化がが進進展展しし、、更更にに連連携携・・合合併併にに取取りり組組むむ経経営営体体がが出出現現))  

集落営農は、地域農業の担い⼿として農地
の利⽤、農業⽣産基盤の維持に貢献していま
す。令和6(2024)年の集落営農数は前年に⽐
べ206組織減少し1万3,998組織となりました
(図図表表22--77--99)。⼀⽅、集落営農全体に占める法
⼈の割合が近年⼀貫して上昇しており、更に
集落営農の連携・合併により、組織体制及び
⽣産基盤の強化を図る経営体も⾒られていま
す。 

農林⽔産省では、集落営農に対し、法⼈化
のほか、広域化につながる機械の共同利⽤や
⼈材の確保、⾼収益作物の導⼊といった取組
を⽀援していくこととしています。 

 
 

 

((11)) 農農業業従従事事者者のの⾼⾼齢齢化化にによよるる、、農農業業のの後後継継者者不不⾜⾜がが深深刻刻化化  
⼭⼝県萩市

は ぎ し
東部地域では、農業従事者の⾼齢化が進展しており、冬場に仕事が少なく年間を通じた

雇⽤も難しいことから、農業の後継者不⾜が深刻化していました。このような課題に対応するため、
平成28(2016)年に地域で集落営農を⾏う複数の農事組合法⼈等が共同で出資を⾏い、萩

はぎ
アグリ株式

会社を設⽴しました。 
 

((22)) 集集落落営営農農間間でで連連合合体体をを形形成成しし、、ココスストトのの削削減減とと新新規規事事業業にに挑挑戦戦  
同社は、2つの事業部を設け、このうち⽥園事業部では、各集落営農の経営コスト削減を⽬的に、

スケールメリットを活かした農業⽣産資材の⼀括仕⼊れや機械の共同利⽤等に取り組むとともに⾼
齢化対策として、担い⼿確保等事業継続に向け、幅広く取り組んでいます。 

園芸事業部では、同社の基幹事業として、令和3(2021)年に設置した約56aの環境制御型のハウス
で、冬春トマトの栽培に取り組み、地元の20歳代の農業⼤学校卒業⽣等社員3⼈を始め、⼗数⼈程度
のパートも新たに雇⽤しました。このように通年雇⽤が確保されることから、担い⼿の確保にも貢献
するものと⾒込まれます。 

 
((33)) 各各集集落落営営農農とと連連合合体体ががそそれれぞぞれれのの役役割割にに取取りり組組むむここととでで地地域域をを活活性性化化  

今後、それぞれの集落営農が主体的に農業⽣産、販売や地域資源の保全に取り組むとともに、同社
がリーダーシップを発揮して新事業の展開や雇⽤創出を⾏うことで、⼈事交流を含め、グループの発
展につながり、更なる地域の振興と活性化が期待されています。 

若若⼿⼿のの職職員員にによよるる冬冬春春トトママトトのの収収穫穫作作業業  
資料：萩アグリ株式会社 

((事事例例))  集集落落営営農農のの連連合合体体をを形形成成ししてて、、地地域域農農業業のの課課題題にに対対応応((⼭⼭⼝⼝県県))  

IIooTT技技術術をを駆駆使使ししたたトトママトトハハウウスス  
資料：萩アグリ株式会社 

図表2-7-9 集落営農数 

資料：農林⽔産省「集落営農実態調査」 
注：1) 令和6(2024)年の調査結果には、令和6年能登半島地震の影響

により調査を実施していない⽯川県の6市町(七尾市、輪島市、
珠洲市、志賀町、⽳⽔町、能登町)の集落営農を含まない。 

2) 各年2⽉1⽇時点の数値 
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